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１．下水道事業の現状

（１）下水道のしくみと役割

街がきれいになります。
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①生活環境の改善
人々の生活や生産活動に伴って生じる汚水を速やか

に排除し、悪臭や病原菌などの発生源を断つことにより、

健康で快適な生活環境を創造します。

②水質の保全
汚水や生活雑排水を処理した後、河川等の公共用水

域に戻すことにより、水質汚濁を防ぎ、川や海などの自
然環境を守ります。

③浸水の防除
市街地に降った雨水を下水渠を通して河川へ排除する

ことにより、街を浸水から守ります。

１）下水道の基本的な仕組み
下水道の基本的な仕組み（汚水処理）は、家庭汚水

（台所・風呂場など生活雑排水）、トイレのし尿、工場排
水等を、地下に埋設した下水道管に集め、下水処理場
に送り、きれいな水にして、河川等に放流します。なお、
農業集落排水事業も同じような仕組みとなっています。

２）下水道の主な役割

川や海がきれいになります。

街を浸水から守ります。

【下水道の汚水処理の流れ】



（２）伊賀市の下水道の特徴

伊賀市では下水道事業として、公共下水道事業、特定環境保全公共
下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業（浄化槽

市町村整備推進事業）の４事業を実施しています。

（36,966人）

（26処理区ほか1処理区整備中、17,318人）
　※コミュニティ・プラント（250人）を含む

農業集落排水施設

下
水
道
施
設

集
合
処
理
施
設

（1処理区、4,757人）

個人設置型浄化槽

特定地域生活排水処理施設個
別
処
理

施
設

公共下水道（広義）

市町村設置型浄化槽

公共下水道（狭義）

特定環境保全公共下水道

（240基、692人）

（5処理区、12,801人）
下水道法
の適用

浄化槽法
の適用

（※括弧内の人数は処理区域内人口（2017(平成29)年度末現在））
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※事業ごとの特徴

区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落排水事業

特定地域生活排水処理事業
（浄化槽市町村整備推進事業）

合併処理浄化槽
（個人設橿）

概要

・公共下水道事業とは、
主として市街化区域や用
途が指定されている地域
における汚水を処理する
ために、地方公共団体が
管理する下水道で、終末
処理場を有するものであ
ります。

・特定環境保全公共下水
道とは、公共下水道事業
の一つで、主として市街
化区域以外や用途地域以
外で設置される下水道を
指します。

・農業集落排水事業と
は、主として農業集落の
汚水を集合的に排除及び
処理するための施設で
す。
・原則として概ね1,000人
程度までの規模となりま
す。いわゆるミニ下水道
といえます。
・農業振興地域のうち、
集落等を単位とした集合
処理が効率的な地域を対
象に実施します。

・生活環境の保全及び公衆衛
生の向上を図るため、市町村
が設置主体となって戸別合併
処理浄化槽の面的整備を行
う。

・合併処理浄化槽は、家
庭汚水、トイレのし尿を
微生物の働きなどを利用
して浄化し、きれいな水
にして放流するための施
設です。
・建設、維持管理は、原
則として各個人となりま
す。

所管省庁 国土交通省 国土交通省 農林水産省 環境省 環境省

設置・維持管
理主体

地方公共団体 地方公共団体
地方公共団体、

土地改良区(組合)等
地方公共団体 個人

根拠法等 下水道法 下水道法
法律的には、浄化槽とし
て扱われています。

浄化槽法 浄化槽法

対象人口 ・制限なし
・基本は、1,000〜10,000

人
・原則として、
概ね1,000人程度

・基本は、住宅戸数20戸以上
・特に制限なし
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【下水道整備区域の概要図】

 本市の下水道事業は、平成29年度末現
在で、32処理区（整備済面積約1,653ha）
で整備が完了しています。

 今後、下水道未着手処理区の整備が必
要です。

【整備済みの下水道事業（2017（平成29）年度末現在） 】

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

計

特定地域生活排水
処理事業(浄化槽
市町村整備推進事

業)

１処理区 ５処理区 26処理区 32処理区 青山地区

新都市
処理区

柘植、西部、
河合、希望ヶ
丘、島ヶ原
処理区

省略 省略 －

161.0 468.6 1,023.5 1,653.1 240基(当初計画)

161.0 468.6 1,023.5 1,653.1 203基(整備完了)

4,757 12,801 17,068 34,626 692

１箇所 ４箇所 25箇所 30箇所
合併浄化槽
240基

H9.4.1 H9.10.1 S61.5.11 － H16.12.13

処理場数

最初の供用開始年月日

現在処理区域内人口(人)

全体計画面積(ha)

整備面積(ha)

項目

処理区

【未着手の下水道事業（2017（平成29）年度末現在）】

公共下水道事業
特定環境保全
公共下水道事業

計 備考

３処理区 １処理区 ４処理区

上野、新居三田、
佐那具処理区

桐ヶ丘処理区

1,605.0 84.0 1,689.0 将来行政人口の

30,280 3,690 33,970 45.1%

全体計画面積(ha)

計画人口(人)
2035(H47)年

項目

処理区

（３）下水道事業の概要
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（4）処理区域内人口

【処理区域内人口と行政区域内人口の推移】

 処理区域内人口は、2013(平成25)年度に32処理区の整備が完了して

以降、わずかに減少しており、行政区域内人口の減少に伴い、今後も

減少傾向は続くものと予想されます。

 世帯数の増加に伴い、1世帯当たりの人員が減少しているため、核家

族化が進行しているものと想定されます。
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（5）水洗化人口及び水洗化率※

【 水洗化率（下水道接続率） 】

 本市の公共下水道事業及び農業集落排水事業の水洗化率は、ともに
全国平均及び三重県平均を下回っています。（公共82.7％、農集82.4％）

 引き続き、公共用水域の水質保全や生活環境の改善を図るため、水洗
化率の向上が必要です。

2017(平成29)年度末の水洗化率

（水洗化率＝水洗化人口/処理区域内人口）

下水道(公共+特環) 農業集落排水

三重県平均 85.2％ 87.4％

全国 平均 93.9％ 85.5％

※水洗化人口 ・ 水洗化率
下水道を利用できる地区に住んで

いる人のうち、どれくらいの人が実
際に下水道に接続しているかを示
すものです（人口、割合）。
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 全水洗化人口の約81％を、特定環境保全公共下水道事業と農業集落排水
事業で占めています。

 年間処理水量の約78％を、特定環境保全公共下水道事業と農業集落排水
事業で占めています。

 特環と農集の使用料収入の影響が大きい。

16.3%

33.3%

48.1%

2.4%

現在水洗便所設置済み人口の割合（H29）

公共下水道事業

特定環境保全

公共下水道事業

農業集落

排水事業

特定地域生活排水

処理事業

20.4%

33.9%

44.3%

1.4%

年間総処理水量の割合（H29）

公共下水道事業

特定環境保全

公共下水道事業

農業集落

排水事業

特定地域生活排水

処理事業

（6）水洗化人口の割合と年間処理水量の割合
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２．下水道施設の現状

【下水道施設の現状（2017（平成29）年度末現在）】

 既存の汚水処理施設は供用開始から20年～30年が経過、多くのポンプ
施設や処理施設の機械・電気設備は標準耐用年数15年を過ぎ改築更新
時期を迎えています。

【ポンプ施設・処理場の設置年度及び整備費用状況】

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

特定地域生活排水処
理事業(浄化槽市町
村整備推進事業)

１処理区 ５処理区 26処理区 青山地区

40 163 309 －

１箇所 ４箇所 25箇所
合併浄化槽
240基

H9.4.1 H9.10.1 S61.5.11 H16.12.13

処理水量 年間(m3/年) 786,388 1,306,500 1,708,921 54,020

日平均(m3/日) 2,154 3,579 4,682 148

管路延長(km)

処理場数

供用開始年月日

項目

処理区

改築更新時期
となる機械・
電気設備

ポンプ本体（内部軸受）の劣化

【 機器等の老朽化 】

自動除塵機（ｶﾞｲﾄﾞﾛｰﾗ）の偏摩耗

（１）更新期を迎える下水道施設
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（２）施設の地震対策

地震による建物の被害

 今後、施設の地震対策の推進が必要です。

 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業のポンプ施設１箇所と

処理施設５箇所のうち２施設、 農業集落排水事業の処理施設25箇所のう

ち22施設が最新の耐震基準に対応しておらず、大規模地震の際に運転停

止のおそれがあります。

【 地震による下水道施設の被害 】

液状化現象によるマンホール突出
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（３）施設の浸水対策

 今後、施設の浸水対策の推進が必要です。

 近年の雨の降り方は、局地化・集中化・激甚化しており、本市においても、
集中豪雨は増加傾向にあります。

 農集の処理施設は、浸水想定区域に含まれる処理施設が９施設あり、
不時の際、長期の使用停止のおそれがあります。

【 大雨による処理場の浸水状況 】
観測地点（上野）の1時間降水量50mm以上

の年間発生回数の経年変化
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３．下水道使用料金の現状

11

（１）下水道使用料金の概要
１）使用料金の基本原則

下水道事業における費用負担の基本的な考え方は「雨水公費、汚水私費」が原則で、管理運営経費のうち、

私費として負担すべき経費を使用料金として回収します。

２）下水道事業における費用負担の基本的考え方
「今後の下水道財政の在り方に関する研究会」報告書（平成１８年３月総務省自治財政局地域企業経営

企画室）による、下水道事業における費用負担の基本的考え方は次のとおりです。

・汚水の維持管理費と資本費※の一定部分を使用料金で賄う

・雨水の維持管理費と資本費の100％は、市費負担

●下水道事業における費用負担の基本的なイメージ（汚水） ●下水道事業における費用負担の基本的なイメージ（雨水）

※資本費・・・企業債の元利償還費（企業債返済の元金と利子）。

企業会計方式の場合は減価償却費、企業債等支払利息及び企業債取扱諸費が相当します。



■下水道使用料金改定履歴

・公共下水道事業：2006（平成18）年10月改定
・農業集落排水事業 上之庄処理区：2005（平成17）年4月改定

奥馬野処理区：2006（平成18）年9月改定
府中第１～府中第３処理区：2008（平成20）年4月改定

※上記以外の処理区については現在まで料金の改定は行っていません。

■現行の料金体系・・・ 事業や処理区によって従量制と定額制人員割を採用

用途区分 使用料体系 事業別の使用料単価

一般家庭

従量制
公共下水道事業

定額制人員割

特定環境保全

公共下水道事業

農業集落排水事業

※左記事業の他に、公共下水道事業
（産業汚水）と特定地域生活排水処

理事業があります。

従量制 ：水道の使用水量に応じて下水道使用料金を課金するシステム
定額制人員割 ： 世帯人員に応じて下水道使用料金を課金するシステム
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（３）事業別・処理区別の使用料金単価（その１）

【公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業の現在の使用料金】

 公共下水道事業（新都市処理区）の使用料金は、従量制を採用しています。

 特定環境保全公共下水道事業の使用料金は、定額制人員割を採用しています。

（一部事業所は従量制を採用）。

地区名 処理区名 施設の名称 区分 現行料金（税込）／月

１０m3まで ８６４円

１０m3超３０m3まで １７２円／m3

３１m3超 ２３７円／m3

基本料金 ２，１６０円／戸

加算料金 ７５６円／人

基本料金 ２，１６０円／戸

加算料金 ７５６円／人

基本料金 ２，１６０円／戸

加算料金 ７５６円／人

基本料金 ２，７００円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ２，７００円／戸

加算料金 ５４０円／人

注釈：新都市処理区については、上水道の使用量により、使用料金を算出します。

【算出例】１ヶ月の上水道使用量が３１m3の場合

・・・（基本料金）８６４円＋（加算料金）２０m3×１７２円＋１m3×２３７円＝４，５４１円

注釈：新都市処理区以外の処理区については、基本料金に１人当たりの使用人数を加算し、使用料金を算出します。

【算出例】柘植処理区にて世帯人数が３人の場合

・・・（基本料金）２，１６０円＋（加算料金）３人×７５６円＝４，４２８円

島ヶ原地区
島ヶ原
（特環）

島ヶ原浄化センター

阿山地区
河合

（特環）
せせらぎ浄化センター

上野地区
新都市
（公共）

上野新都市浄化センター

伊賀地区

柘植
（特環）

柘植浄化センター

西部
（特環）

せせらぎ浄化センター

希望ヶ丘
（特環）

希望ヶ丘浄化センター

地区名 施設の名称 区分 現行料金（税込）／月

２００m3まで ５，４００円

２００m3超５００m3まで ３２円／m3

５００m3超１，０００m3まで ３７円／m3

１，０００m3超 ４３円／m3

上野新都市
産業用地

上野新都市産
業汚水処理施

設

※上野新都市の産業汚水（産業用地内の事業所等の汚水

処理）については、上記とは別に使用料を設定しています。

【公共下水道事業（産業汚水）の使用料金】

 使用料金は事業や処理区によってそれぞれ異なっています。
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（３）事業別・処理区別の使用料金単価（その２）
【農業集落排水事業の現在の使用料金 ２／２】

 農業集落排水事業の使用料金は、定額制人
員割を採用しています。

 特定地域生活排水処理事業（浄化槽市町村整
備推進事業）は、合併浄化槽人槽別となってい
ます。

【農業集落排水事業の現在の使用料金 １／２】

人　槽　区　分 月額使用料（税込）

５人槽 5,400円

６人槽 5,670円

７人槽 5,940円

８人槽 6,210円

９人槽から10人槽まで 6,480円

11人槽から15人槽まで 10,800円

16人槽から20人槽まで 14,040円

21人槽から25人槽まで 16,200円

地区名 処理区名 区分 現行料金（税込）／月
基本料金 ２，３７６円／戸

加算料金 ４３２円／人

基本料金 ２，３７６円／戸

加算料金 ４３２円／人

基本料金 ３，２４０円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，２４０円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，５６４円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，２４０円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，４５６円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，２４０円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，７８０円／戸

加算料金 ５１３円／人

基本料金 ３，２４０円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ２，２６８円／戸

加算料金 ３２４円／人

基本料金 ２，７００円／戸

加算料金 ４３２円／人

基本料金 ２，７００円／戸

加算料金 ４３２円／人

上野地区

上之庄

朝屋・百田

下友生

桂

古山

府中第３

比自岐

府中第２

西高倉

府中第１

猪田

長田

花之木

地区名 処理区名 区分 現行料金（税込）／月

基本料金 ３，７８０円／戸

加算料金 ５１５円／人

基本料金 ２，７００円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ３，２４０円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ２，７００円／戸

加算料金 ５４０円／人

基本料金 ２，１６０円／戸
加算料金 ７５６円／人
基本料金 ２，７００円／戸
加算料金 ５４０円／人
基本料金 ２，７００円／戸
加算料金 ５４０円／人
基本料金 ２，７００円／戸
加算料金 ５４０円／人
基本料金 ２，７００円／戸
加算料金 ５４０円／人
基本料金 ２，４８４円／戸
加算料金 ４８６円／人
基本料金 ３，２４０円／戸
加算料金 ６４８円／人
基本料金 ２，５７１円／戸
加算料金 ５１５円／人
基本料金 ２，１６０円／戸
加算料金 ５４０円／人

注釈：基本料金に１人当たりの使用人数を加算し、使用料金を算出します。

【算出例】上之庄地区にて世帯人数が３人の場合

・・・（基本料金）２，３７６円＋（加算料金）３人×４３２円＝３，６７２円

上野地区

大山田地区

平田

真泥

奥馬野

広瀬川北

島ヶ原地区

上三ヶ区

中矢１

中矢２

阿山地区 鞆田

花垣

依那古

伊賀地区 壬生野東部

西山

神戸

【特定地域生活排水処理事業の現在の使用料金表】
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 特環の処理区域内では、料金対象の１世
帯当たりの人員別の戸数は、３人世帯以
下が約75％を占めます。

 農集も同様に、料金対象の１世帯当たりの
人員別の戸数は、３人世帯以下が約73％
を占めます。

 将来的には、核家族化の進行により、１世
帯当たり人員の多い世帯数が減少し、２人
世帯以下の世帯数が増えてくるものと想定
されます。

 使用料金収入額の減少へ

【特環の料金対象の１世帯当たりの人員別の戸数の比率】

（４）下水道接続世帯の世帯構成

（特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の処理区域内）

※0人世帯は基本料金のみ対象箇所。例えば、個人の
作業場など 【農集の料金対象の１世帯当たりの人員別の戸数の比率】
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 公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事
業と農業集落排水事業の使用料金単価（有収
水量１㎥当たりの使用料に換算）の平均は約
150～170円/㎥程度となっています。

（本市における下水道事業の使用料金の2012
(平成24)年度～2017(平成29)年度の実績より）

 公共下水道事業の使用料金単価は約120円/㎥、
特定環境保全公共下水道事業の使用料金単価
は約166円/㎥であり、県内平均より安くなってい
ます（平成29年度）。

 農業集落排水事業の使用料金単価は約166円/
㎥であり、県内平均程度となっています（平成29
年度）。

有収水量当りの使用料金単価

（５）県内事業体との比較（各事業種別での比較）
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４．受益者負担金・分担金の現状

 受益者負担金・分担金の負担額は、地区ごとに設定されています。

【 受益者負担金・分担金の負担額の現状 】

項目 処理区
整備完了

年度
１戸当り負担

額（千円）
負担率（％）

新都市（上野） H17 -
柘植（伊賀） H13 250
西部（伊賀） H22 250
希望ヶ丘（伊賀） H21 250
島ヶ原（島ヶ原） H18 380 定額
河合（阿山） H22 330
上之庄（上野） H4 740 補助対象15%､単独費50%
朝屋百田（上野） H5 1,338 〃
下友生（上野） H6 1,365 〃
桂（上野） H6 936 〃
古山（上野） H9 830 処理施設10%､管路補助15%､管路単独22.5%
府中第３（上野） H10 741 〃
比自岐（上野） H11 842 処理施設10%､管路補助10-15%､管路単独15-22.5%
府中第２（上野） H11 713 〃
西高倉（上野） H13 825 〃
府中第１（上野） H12 776 〃
猪田（上野） H14 486 補助対象10%､管路単独15%
長田（上野） H14 438 〃
花之木（上野） H17 574 〃
西山（上野） H17 616 〃
神戸（上野） H24 最大450 処理施設５%､管路施設10%
花垣（上野） H25 最大450 〃
依那古（上野） H25 最大450 〃
壬生野東部（伊賀） H9 250 特定環境保全公共下水道と同額
上三ヶ区（島ヶ原） H13 380 定額
中矢１（島ヶ原） H14 380 〃
中矢２（島ヶ原） H14 380 〃
鞆田（阿山） H16 330 補助残の１０％
平田（大山田） S60 103 処理施設10％､補助管路0％､単独管路100％
真泥（大山田） H2 194 〃
奥馬野（大山田） H13 150 管路・処理施設10％
広瀬・川北（大山田） H17 197 〃

出典：伊賀市の下水道実施状況表より

公共下水道事
業及び

特定環境保全
公共下水道事

業

農業集落
排水事業

 近年の農業集落排水事業の
徴収率は、

管渠建設費の10％＋処理場

建設費の5％となっています。

 近年の農業集落排水事業の
徴収額は、

１戸当り約450,000円/戸と

なっています。
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 下水道の整備により利益を受ける方から建設費の一部を受益者負担金・分担金として
徴収しています。



（１）下水道事業会計の仕組み

■収支の構成
・収益的支出には、維持管理費、減価償却費や企業債の支払利
息などがあります。

・資本的支出には、建設改良費（建設、更新）、企業債の元金償
還費（企業債の元金の返済費用）などがあります。

・収益的支出に対する財源は、主に下水道使用料と他会計負担
金(一般会計からの繰入れ)

・資本的支出に対する財源は、主に企業債、国庫補助金、補て
ん財源(大部分が一般会計からの繰入れ）

収益的支出 資本的支出

他会計負
担金等

下水道
使用料

繰入金等
企業債

国庫補助金等

＜語句の説明＞

収益的収支・・・当該年度の経営（営業）活動に係る収支。

資本的収支・・・将来の経営（営業）活動に備えて行う建設改良（設備投資）に係る収支。

【下水道事業会計（企業会計方式）の仕組み】
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・下水道４事業について、平成29年4月1日より、地方公営企業法適用事業に移行し、これまでの
官公庁会計方式から、企業会計方式に変更しています。

＜語句の説明＞
官公庁会計方式とは？

現金の収入と支出を単年度で管理する単式簿記・現金主
義会計。

企業会計方式とは？
現金の収支が伴わない資産・負債の増減、収益・費用の
発生を管理する複式簿記・発生主義会計※

※企業会計では、例えば施設を建設する場合、施設は
通常何十年も利用することが可能なので、当年度に
建設した費用を1年度のみに限定するのではなく、利
用可能な年度に渡って費用（減価償却費）として計上
します。そのことにより、当該年度利益を正確につか
むことが可能となります。

５．下水道事業会計の現状

≪収益的収支≫ ≪資本的収支≫



１）下水道事業（４事業）の収益的収支

（２）下水道事業会計の現状（その１）

【 収益的収支の内訳（H29）：下水道事業（４事業全体） 】

■純利益約93百万円計上
（＝2,533,819千円-2,409,802千円-31,220千円）
※ただし、収益的収入の37％にあたる約940百万円を一般会計より繰り入
れている状況です。

 収益的収支は、料金収入などの
収入が維持管理費・減価償却費・
支払利息などの支出を上回り、純
利益を約93百万円計上していま
す（平成29年度）。

 ただし、収益的収入の37％にあた
る約940百万円を一般会計より繰
り入れている状況（他会計補助
金）です。

 また、料金収入額は、約611百万
円です。
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収益的収支の内訳（下水道事業全体(公共+特環+農集+戸別合併浄化槽：平成29年度決算書より）

【単位：千円】

支 出

2,409,801千円

その他

982,565 

料金収入

610,560 

収 入

2,533,819千円

①

職員給与費 74,377 動力費

90,960

他会計補助金

940,694

修繕費

25,275
材料費

43
経費(その他) 326,149

減価償却費

1,587,928

支払利息 303,120 その他

1,950



２）下水道事業（４事業）の資本的収支

（２）下水道事業会計の現状（その２）

 建設改良費・企業債償還金など
の支出に対する財源として、企業
債（国等からの借入金）、他会計
補助金だけでは、約564百万円
の収支不足となるため、補てん
財源で対応しています。

 資本的収入のうち、約261百万円
を一般会計より繰り入れている
状況（他会計補助金）です。

【 資本的収支の内訳（H29）：下水道事業（４事業全体） 】

 下水道事業では一定水準まで一般会計からの繰り入れを国が許容してい
ます。

一般会計繰入金1,202百万円＝収益的収入①941百万円＋資本的収入②261百万円
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資本的収支の内訳（下水道事業全体(公共+特環+農集+戸別合併浄化槽：平成29年度決算書より）

【単位：千円】

支 出

1,347,880千円

企業債

208,200 

収 入

1,347,880千円

②

国庫補助金

240,759

他会計補助金

261,142

その他 73,791

補てん財源

563,988

建設改良費

499,642

企業債償還金

818,203

その他 30,035



公共 特環 農集 浄化槽 計

94,571 216,725 283,076 16,188 610,560

73,274 613,232 922,635 28,223 1,637,364

③維持管理費 71,152 139,561 283,266 22,063 516,042

④資本費 2,122 473,671 639,369 6,160 1,121,322

うち元金 1,714 353,274 459,146 4,068 818,202

うち利息 408 120,397 180,223 2,092 303,120

経費回収率（％） ①/② 129.1% 35.3% 30.7% 57.4% 37.3%

うち維持管理費分 ①/③ 132.9% 155.3% 99.9% 73.4% 118.3%

（残資本費分） (①-③)/④ 1103.6% 16.3% 0.0% -95.4% 8.4%

項　目

②汚水処理費　（千円）

①下水道使用料　（千円）

 現状の本市の４事業全体の経費回収率（＝下水道使用料／汚水処理費
×100）は、37.3％と低い水準となっています。

 使用料収入は、維持管理費100％＋資本費約8.4％に相当する額となって
います。

 本市の場合、使用料収入で、維持管理費100％＋資本費40％を賄うこと
が望ましい。（残る資本費の60％は公費で負担）※次ページ参照

【経費回収率（2017（平成29）年度）】

３）下水道事業（４事業）の経費回収率

（２）下水道事業会計の現状（その３）
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・本市の場合、使用料収入で、維持管理費100％＋資本費40％を賄うことが
望ましい。（残る資本費の60％は公費で負担）

【下水道使用料で賄うべき経費（国が示す目標とすべき数値）】

←伊賀市の区分

使用料

公費負担

100人/ha以上は２割

資本費（元利償還金）に対する財政措置
処理区域内人口密度25人/ha未満は６割

25人/ha以上50人/ha未満は５割

50人/ha以上75人/ha未満は４割

75人/ha以上100人/ha未満は３割

出典：国土交通省HP「経営基盤の強化」より

伊賀市の場合、処理区域内の人口
密度は25人/ha未満となるため、資
本費の60％は公費で負担が適用と
なります。

（２）下水道事業会計の現状（その４）

※下水道使用料で賄うべき経費について
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６．今後の施設整備計画と収支計画

■ 平成30年度に、下水道事業の中長期における経営の基本となる「伊賀市

下水道事業経営戦略」を策定。

■ 10年間の施設整備計画と財政収支計画などを策定。

H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40
（R1）（R2）（R3）（R4）（R5）（R6）（R7）（R8）（R9）（R10）

汚水 上野処理区

雨水 上野処理区

処理場・管路の
改築更新

処理場・管路の
耐震補強

汚水 桐ヶ丘処理区

処理場・管路の
改築更新
処理場・管路の
耐震補強

汚水 山田南地区

処理場・管路の
改築更新、耐震等

戸別合併処理
浄化槽

保守・修繕

審議会による使用料金の検証

前期：2019年度～2023年度 後期：2024年度～2028年度
項目 備考

公共下水道

特定環境保全
公共下水道

農業集落排水

経理処理の一元化

住民合意形成 下水道整備

住民合意形成 下水道整備

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画 ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ工事

総合地震計画 耐震補強

協議・調査 諸手続き 改修

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画 ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ工事

総合地震計画 耐震補強

計画策定等 機能強化対策工事

耐震計画・診断等

農集

【10年間の主要な事業スケジュール（伊賀市下水道事業経営戦略）】

（１）施設整備計画（伊賀市下水道事業経営戦略より）

（新規整備）

（新規整備）

（新規整備）

（新規整備）

（地震対策）

（地震対策）
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■「伊賀市下水道事業経営戦略」における投資・財政計画（収支計画）案
【10年間の投資・財政計画（収支計画）】

（２）財政計画（収支計画）

（単位：百万円）
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

(R1) (R2) (R3) (R4) (R5) (R6) (R7) (R8) (R9) (R10)
(H29) (H30) (H31) (H32) (H33) (H34) (H35) (H36) (H37) (H38) (H39) (H40)

料金収入 610.6 612.0 610.3 625.7 773.9 776.7 779.4 781.5 822.0 815.0 807.8 1,078.6
その他 1.3 4.8 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9 19.9
小計 611.8 616.9 630.2 645.6 793.8 796.6 799.3 801.4 841.9 834.9 827.7 1,098.5
他会計補助金 940.7 999.7 1,035.4 1,037.9 980.4 1,012.1 1,018.3 1,032.6 1,032.0 1,050.5 1,035.9 1,032.2
長期前受金戻入 979.4 1,226.3 859.8 824.7 817.5 795.5 787.7 752.3 747.0 707.6 698.2 702.5
その他 1.9 1.1 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
小計 1,922.0 2,227.1 1,895.8 1,863.2 1,798.5 1,808.1 1,806.6 1,785.4 1,779.5 1,758.6 1,734.6 1,735.2

2,533.8 2,844.0 2,526.0 2,508.8 2,592.3 2,604.7 2,605.8 2,586.8 2,621.4 2,593.5 2,562.3 2,833.7
職員給与費 74.4 71.3 71.0 71.3 62.4 62.4 62.4 62.4 62.4 62.4 62.4 62.4
経費(動力費･修繕費等) 442.4 588.1 584.2 574.7 567.3 566.1 595.6 595.1 594.0 592.5 590.0 618.0
減価償却費 1,587.9 1,590.1 1,397.2 1,336.0 1,319.7 1,287.1 1,275.5 1,208.8 1,223.5 1,147.4 1,126.2 1,131.2
小計 2,104.7 2,249.5 2,052.4 1,982.0 1,949.4 1,915.6 1,933.5 1,866.3 1,880.0 1,802.4 1,778.6 1,811.6
支払利息 303.1 287.2 272.2 266.7 254.0 244.2 238.5 238.0 235.1 246.3 248.8 258.5
その他 2.0 5.9 3.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
小計 305.1 293.0 275.9 267.5 254.9 245.1 239.4 238.8 236.0 247.2 249.7 259.3

2,409.8 2,542.5 2,328.3 2,249.5 2,204.3 2,160.7 2,172.8 2,105.1 2,116.0 2,049.5 2,028.3 2,070.9
経常損益① (A)-(B) 124.0 301.5 197.7 259.3 388.0 444.1 433.0 481.7 505.5 543.9 534.0 762.7

企業債 208.2 532.4 428.4 351.8 522.9 747.0 1,021.6 886.2 1,636.6 1,147.8 1,032.2 1,422.6
他会計補助金 261.1 297.4 211.9 224.4 228.2 230.6 229.6 254.8 245.1 217.0 189.6 146.8
国（都道府県）補助金 240.8 419.3 327.4 390.5 570.0 821.8 1,132.9 976.1 1,147.8 626.3 652.7 753.5
その他 73.8 96.0 197.6 31.6 32.2 32.7 33.3 33.9 34.5 35.1 69.8 70.4
小計（Ｃ） 783.9 1,345.1 1,165.3 998.4 1,353.2 1,832.1 2,417.4 2,151.0 3,064.0 2,026.2 1,944.3 2,393.3
建設改良費 499.6 1,062.6 983.1 902.2 1,290.4 1,791.1 2,382.6 2,101.7 3,068.7 2,005.8 1,912.4 2,429.2
企業債償還金 818.2 866.7 923.7 946.4 971.2 995.5 1,011.6 1,044.1 1,057.6 1,057.3 1,034.2 996.3
その他 30.0 71.7 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
小計（Ｄ） 1,347.9 2,001.0 1,911.6 1,848.6 2,261.5 2,786.6 3,394.3 3,145.8 4,126.2 3,063.1 2,946.6 3,425.5

564.0 655.9 746.3 850.2 908.4 954.5 976.9 994.7 1,062.2 1,036.9 1,002.3 1,032.2
564.0 655.9 746.3 850.2 908.4 954.5 976.9 994.7 1,062.2 1,036.9 1,002.3 1,032.2

○他会計繰入金（他会計補助金）
基準内繰入金 836.2 706.3 573.3 536.2 428.9 401.3 397.9 375.7 407.0 422.6 445.9 392.8
基準外繰入金 104.5 272.5 462.1 501.8 551.5 610.8 620.4 656.8 624.9 627.8 590.0 639.4

計 940.7 978.8 1,035.4 1,037.9 980.4 1,012.1 1,018.3 1,032.6 1,032.0 1,050.5 1,035.9 1,032.2
基準内繰入金 168.5 185.3 189.0 202.8 206.6 209.0 208.0 209.7 200.1 171.9 144.6 101.8
基準外繰入金 92.7 112.1 22.9 21.6 21.6 21.6 21.6 45.0 45.0 45.0 45.0 45.0

計 261.1 297.4 211.9 224.4 228.2 230.6 229.6 254.8 245.1 217.0 189.6 146.8
基準内繰入金 1,004.7 891.6 762.3 739.0 635.5 610.3 605.9 585.5 607.1 594.6 590.5 494.6
基準外繰入金 197.1 384.7 485.0 523.3 573.1 632.4 642.0 701.9 670.0 672.9 635.0 684.4

計 1,201.8 1,276.2 1,247.3 1,262.4 1,208.6 1,242.7 1,247.9 1,287.3 1,277.1 1,267.5 1,225.5 1,179.0
計
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24 今後、施設整備計画等の整理により将来の収支を精査し、その結果として、あるべき使用料金体系や単価を導き出していきます。



７．今後の課題及び検討事項

 本市の下水道事業は、32処理区(30箇
所の処理場）の整備が完了しています。

 中心市街地は下水道未着手です。

 多くの施設が改築更新時期を迎えてい
ます。

 水洗化率が全国平均や三重県平均を
下回っています。

 最新の耐震基準に対応していない処理
場が多くあり、大規模地震の際に運転
停止のおそれがあります。

 浸水想定区域に含まれる処理場があり、
不時の際、長期の使用停止のおそれが
あります。

 ４事業全体の経費回収率は約37％と低
い水準となっています。

（１）下水道事業の課題
 多くの既存施設の適正な維持管理が

必要です。

 今後、新規整備が必要です。

 今後、計画的な改築更新が必要です。

 水洗化率の向上が必要です。

 今後、施設の地震対策の推進が必要
です。

 今後、施設の浸水対策の推進が必要
です。

 適正な下水道使用料への改定や、施
設の長寿命化等による維持管理費や
更新経費の抑制が必要です。

25



 今後は新規整備事業や改築更新事業、その他地震対策などに多額の費用
が必要です。

 人口減少や少子高齢化の進展による世帯構成の変化などにより、料金収入
は減少傾向となっています。

 下水道使用料金体系は各処理区ごとに設定されており、同じ公共サービスに
おいて公平感に欠け、複雑となっています。

（２）下水道使用料金の課題

 今後の事業実施及び事業の持続的かつ安定的な経営のため、 使用料金制
度などの見直しが必要です。

26



（参考）下水道使用料金改定パターン例
■使用料金体系は従量制への移行を検討します。

■使用料金単価は、当面事業別に統一し、最終的に全体で統一を目指します。

 従量制は、使用水量（下水道へ流す排水量）が多くなるほど使用料が上がる公平な料金制度です。

（定額制人員割（人頭制）は、使用水量の多少にかかわらず、世帯員数による定額の料金制度です。）

 同じ市内で同じ行政サービスを受けるのであれば、公平性の観点から下水道使用料は地区による差を設けず同一とすべきです。
27

完　全　統　一 段階的に統一 現　状　維　持

完
全
統
一

【最終目標】
使用料体系・単価を完全統一
◆使用料体系
　従量制のみ
◇使用料単価（２種類）
　従量制２種類（一般家庭系、事業所系）
　・一般家庭系１種類
　・事業所系１種類

使用料体系は従量制、単価を段階的に値上
げ
◆使用料体系
　従量制のみ
◇使用料単価
　従量制４種類
　・公共１種類
　・産業汚水１種類
　・特環と農集１種類（仮）

使用料体系は従量制、定額制人員割の２種
類
単価は特環と農集は統一
◆使用料体系
　従量制、定額制人員割の２種類
◇使用料単価（３種類）
　従量制２種類（公共、産業汚水）
　定額制人員割１種類
　・特環と農集１種類（統一）

段
階
的
に
統
一

使用料体系を統一
単価は特環と農集は統一
◆使用料体系
　従量制のみ
◇使用料単価
　従量制４種類
　・公共１種類
　・産業汚水１種類
　・特環と農集１種類（仮）

使用料体系を従量制、単価を事業別に統一
◆使用料体系
　従量制のみ
◇使用料単価
　従量制６種類
　・公共１種類
　・産業汚水１種類
　・特環１種類（仮）
　・農集１種類（仮）

使用料体系は従量制、定額制人員割の２種
類
単価は段階的に統一
◆使用料体系
　従量制、定額制人員割の２種類
◇使用料単価（６種類）
　従量制２種類（公共、産業汚水）
　定額制人員割４種類
　・特環１種類（仮）
　・農集３種類（仮）

現
状
維
持

使用料体系のみを統一
単価は値上げせずに現況並み
◆使用料体系
　従量制のみ
◇使用料単価（２種類）
　従量制６種類
　・公共１種類
　・産業汚水１種類
　・特環１種類（仮）
　・農集３種類（仮）

使用料体系を段階的に統一
単価は値上げせずに現況並み
◆使用料体系
　従量制のみ
◇使用料単価
　従量制９種類
　・公共１種類
　・産業汚水１種類
　・特環２種類（仮）
　・農集５種類（仮）

　　現状
◆使用料体系
　従量制、定額制人員割の２種類
◇使用料単価（１７種類）
　従量制２種類（公共、産業汚水）
　定額制人員割１５種類
　・特環２種類
　・農集１３種類
※他に特定地域生活排水処理事業（戸別合
併浄化槽）の人槽別（１種類）がある。

体　　系

単
　
　
価

単
価
統
一
方
向

体系統一方向



（３）今後の検討事項
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1)施設整備計画の整理

①施設の整備スケジュールを整理

②年度別の建設改良費（建設、更新費等）について整理

2)財政収支計画の整理

①人口変動などを考慮して将来の水需要の変動について予測

②施設整備計画に対する企業債償還金等を試算

③その他に将来必要となる経費の試算（電力費や薬品費の維持管理費等）

3)下水道使用料金等の検討

①下水道使用料金について、各事業別に統一化を図り、料金単価を試算

します。（複数のケースによる料金検討を行います。）

②受益者負担金・分担金についても統一化に向けた検討を行います。



（４）今後のスケジュール
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※上記スケジュールは現時点での予定であり、検討及び審議の状況により変更することがあります。

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

１．下水道事業の現況把握

２．下水道整備計画と財政計画

３．下水道使用料の算定

４．料金体系改定（案）の作成

５．料金体系改定（案）の精査・修正

１．下水道事業経営検討委員会

（１）委員会の開催

（２）管理者への答申

１．庁内会議

２．議員全員協議会

３．パブリックコメント・地域説明会

４．市議会（条例改正）

２０１９（令和元）年度 ２０２０（令和２）年度

検
　
討

委
員
会

庁
内
・
議
会
・

市
民
対
応
等

年　月

項　目

中間案
取りまとめ

下水道整備計画、
料金改定（第１回案）

料金改定
（最終案）

料金改定
（第２回案）

第１回 第２回 第３回 第４回 第６回

パブコメ
説明会報告

第５回


